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はじめに 
 

国及び地方公共団体が職業能力開発促進法に基づいて行う公共職業訓練のうち、離

職者に対する職業訓練（以下「離職者訓練」という。）は、国及び地方公共団体が直

接設置する公共職業能力開発施設をはじめ、専修学校・各種学校、民間教育機関等を

活用し、ものづくり分野から管理・事務、サービス分野等、多岐にわたる幅広い業種

と職種の訓練コースを設定して、労働市場における雇用のセーフティネットの一つと

して重要な役割を担っている。 

離職者訓練は、国及び地方公共団体の雇用施策に基づいて雇用保険法の能力開発事

業として公的資金により実施されているところであり、わが国における本事業の評価

指標は、主として訓練受講者の就職率を用いているところである。 

一方、近年、欧米諸外国においては、政策の立案や評価の際に、その政策の実施に

かかる費用とその政策によって得られる効果を比較する分析が緻密に行われるように

なってきており、わが国においても、主に公共事業の政策立案や評価において、費用

便益分析の手法を導入する試みが始まっている。しかし、離職者訓練をはじめ公共職

業訓練に投じた費用に対する訓練効果の定量的な評価の手法は、わが国においては未

だ確立されているとは言い難い。 

このような背景の中で、能力開発研究センターは、わが国の主要な雇用施策の一つ

である公共職業訓練について、投じた費用の効果を測定する手法に関する研究に着手

した。平成２１年度から３カ年計画で研究会を設置し、訓練効果に関する指標の検討

をはじめ、その手法の実効性の確認と実施上の課題を洗い出すためのパイロット調査

を交えた調査研究を行った。本報告書は、平成２１年９月から平成２４年２月までの

約２年半にわたる研究会において検討・分析した成果を取りまとめたものである。 

本研究成果が、公共職業訓練のあり方の見直しに資するとともに、その必要性や有

効性を明確にし、公共職業訓練に関する政策評価研究の発展と、国民に対する説明責

任を果たすための一助となれば幸いである。 

 最後に、本調査研究を進めるにあたり、ご指導と多大なご協力をいただいた各委員、

並びにご協力いただいた関係者各位に厚くお礼を申し上げる。 
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